【様式1号】
令和　　年　　月　　日

とやま外国人材活用・定着支援連携契約締結企業応募申請書

富山県知事　　殿
所在地
名　称

とやま外国人材活用・定着支援連携契約締結企業募集要領に基づき、下記のとおり申請します。
記
１　申込者の概要
	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者氏名
	
	担当者職氏名
	

	電話番号
	
	E-mail
	



２　誓約事項
	とやま外国人材活用・定着支援連携契約締結企業応募にあたり、次のとおり誓約します。

	(1)応募要件を満たしています。
(2)富山県から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。
(3) ①私又は自社若しくは自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
　　ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以
　　　下「法」という。) 第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　　イ 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　　ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を　
　　　もって、暴力団又は暴力団員を利用している者
　　エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若し
　　　くは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者
　　オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
　　カ 上記アからオまでのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利
　　　用するなどしている者
　　②　①のアからカに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は　　
　　　個人ではありません。

	□
	上記誓約事項の内容に同意します。（誓約事項を確認し、チェックしてください。）



３　審査に係る記載事項　（記載例）
	①国内企業への高度外国人材等の紹介実績、うち富山県内企業への高度外国人材等の紹介・派遣実績（過去３年程度）
	紹介・派遣実績　□有　□無
【国内】
○高度人材（技・人・国）
令和５年度：○名　令和６年度：○名　令和７年度○名
○特定技能
令和５年度：○名　令和６年度：○名　令和７年度○名
【うち富山県】
○高度人材（技・人・国）
令和５年度：○名　令和６年度：○名　令和７年度○名
○特定技能
令和５年度：○名　令和６年度：○名　令和７年度○名

	②人材紹介・派遣した企業や外国人材の定着をフォローアップする体制（相談への対応や定期的な面談等）
	・受入後○年程度、多国籍社員により支援
・月○回定期面談を実施（オンラインを含む）
・富山オフィスに支援業務専門スタッフを配置、企業や外国人材からの相談に休日24時間対応可能
・北陸オフィス（金沢）に支援業務専門スタッフを配置、平日９時～17時まで相談対応可能

	③ 人材紹介の形態
	□:紹介　□：派遣　□：両方
□：その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	④ 人材紹介・派遣料金の目安
	・理論年収の30％
・技人国：○○円、特定技能○○円
・月収の３ヶ月分

	⑤ 紹介・派遣可能な高度外国人材の在留資格、国及び地域
	《在留資格》
技術・人文知識・国際業務、特定技能、留学生
《国籍》
ベトナム、インドネシア、ミャンマー、インド、フィリピン

	⑥　現地大学等との提携状況・日本語教育の体制（現地日本語教育機関を有している、または現地日本語教育機関と提携している等）
	・ベトナムの大学○校、インドネシアの大学○校と提携し人材を募集
・現地日本語教育機関○○社と提携、入国前にN○相当を目指し教育を実施する

	⑦ 紹介した人材が早期に退職した場合等の返金規定
	⑴規定の有無　□有　□無
１か月以内の離職　○％
３か月以内の離職　○％

	⑧ 自社のサービスのＰＲ等
※任意記入
	



４　添付書類
（1） 有料職業紹介事業許可証もしくは無料職業紹介事業許可証の写し
※労働者派遣事業を行っている場合は労働者派遣事業許可証の写し
（２）法人登記簿謄本（発行後6か月以内のもの）
（３）人材紹介手数料の徴収方法及び返還規定のわかるもの（手数料表、契約書等）
（４）その他参考となる資料（会社パンフレット等）
